
 

 

２００５年４月２５日午前９時１８分、列車がカーブを曲がり切れずに脱線、線路脇のマンシ

ョンに衝突し、乗客１０６名と運転士が死亡、５６２名が重軽傷を負った「ＪＲ福知山線脱線事

故」発生から今日で２０年が経過しました。この事故では、懲罰的日勤教育が問題視されました

が、安全よりも利益を追求する支社方針や成果型の人事・賃金制度の導入が背景にあったことを

忘れてはいけません。 

一方で、ＪＲ東日本では２０２３年１２月に新幹線統括本部長名

で「新幹線を止めない、遅らせない」「利益の最大化に向けて構造

改革に取り組むと共に増収・コストダウンを続け、『稼ぐ』ことにこだ

わる」との掲示が出されて以降、上野～大宮間での架線垂下による

停電事故と復旧作業中の感電事故、郡山駅での滑走による停止

限界標識を超えて出発進路を冒進した事象、そして昨年９月と今

年３月に新幹線列車分離が半月以内に２回も発生するなど、単な

る偶然とは思えない数々の重大な事故・事象が新幹線において相

次いで発生しています。 

 

    
 

新幹線列車分離では、未だに原因が特定できていないにもかかわらず、会社は当該Ｅ６系車両

を検査・整備を行ったのちに営業運転に使用しようとしています。こういったところに、「安全」より

「利益・効率」を重視し、「稼ぐ」ことを第一とする経営姿勢が現れており、現場で働く組合員・社員と

乗客の『命』が脅かされています。これ以上重大な事故・事象を発生させないためにも、ＪＲ東労組

新幹線協議会は幹本申第１４号「列車分離の原因が特定できていない車両（Ｅ６系Ｚ７編成）の

営業運転使用の中止を求める」緊急申し入れを提出しています。 
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